
「研究機関における公的研究費の管理・監査
 のガイドライン」に基づく体制整備等の実施

 状況について

「科学研究費補助金に係る不正使用等の防止等に係る説明会」
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調査調整課競争的資金調整室
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ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況報告書

ガイドラインの根本精神

・
 

公的研究費の適正な管理は研究機関が構
 築する管理・監査システムによって初めて担

 保される。

・
 

システムの構築の運用ルールの策定は、各
 研究機関が自己規律の精神と手続きに従って
 なされなければならない。

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラインに基づく体制整備等の

 
実施状況報告書提出に関するお願い」

 

（平成19年10月11日）

文部科学省

 

研究機関における公的研究費の管理・監査に関する検討会

 

主査

 

石井紫郎



ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況報告書

「実施状況報告書」の作成に当たって

・
 

ガイドラインの根本精神を踏まえて、貴機関の取り
 組みの現況、そこで直面する問題点等について中身
 のある記述を是非お願いする次第であります。

・
 

おそらくいずれの機関におかれても、研究現場と
 事務サイドとの間には様々な意見・認識の不一致が
 あるに違いありません。

・
 

研究活動の効率性・迅速性追求と管理・監査業務
 の適正性追求との間において、双方を満足させる答
 えを見出すことが容易でないことは我われも十分承
 知しているところであります。

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラインに基づく体制整備等の

 
実施状況報告書提出に関するお願い」

 

（平成19年10月11日）

文部科学省

 

研究機関における公的研究費の管理・監査に関する検討会

 

主査

 

石井紫郎



ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況報告書

「実施状況報告書」の作成に当たって（つづき）

・
 

その狭間を自己規律の精神と手続きに従って埋め
 つつ、適正な「公金」管理のシステムを生み出し改善
 して行く不断の努力を続けることこそ、この問題解決
 への「王道」であります。

・
 

「実施状況報告書」は、その険しい「王道」を一歩
 一歩進んでおられるはずの各機関におけるご努力・
 ご苦心の跡を記していただくべきものであり、その場
 しのぎのペーパープランや研究活動の本質から乖離
 したシステムの構築を期待する趣旨のものではない

 ことを、くれぐれもご理解頂きたいのであります。

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドラインに基づく体制整備等の

 
実施状況報告書提出に関するお願い」

 

（平成19年10月11日）

文部科学省

 

研究機関における公的研究費の管理・監査に関する検討会

 

主査

 

石井紫郎



「実施状況報告書」様式についての検討会における議論

・
 

形式要件のチェックは意味がない。

・
 

機関が自らの現状を分析し、課題や問題点を把握す
 ることが重要。

・
 

「問題ありません」という回答は問題。

チェックリストではなく記述式とすべき



実施状況報告書の提出状況

提出機関数 １，６３２機関（１２月３日現在）

【うち速報データ入力機関数
 

１，５６７機関】

（機関種別）

国立大学

 
８６

 
【８２】

公立大学

 
７７

 
【７７】

私立大学

 
５５９

 
【５４５】

短期大学

 
２８８

 
【２８０】

高等専門学校

 
６１

 
【５７】

独立行政法人

 
７７

 
【７４】

その他

 
４８４

 
【４５９】

（その他は、大学共同利用機関、国・地方設置の機関、公益法人、民間企業）

＊速報データは、（別紙様式２）取組状況整理票を基に集計したものであり、提出

機関数との差異は、電子データの不備等によるものである。



１　機関内の責任体

系を明確にしている

項目１
 

機関内の責任体系（最高管理責任者等）の明確化
 （必須事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

１　明確にして
いる
２　検討してい
る
明確ではない

機関全体

機関種別

１７９機関

２％

１３７４機関

１４機関

８８％ １１％

２

 

機関内の責任体

 
系について検討して

 
いる

3 機関内の責任体

 
系を明確にできてい

 
ない

９０％ １０％

８５％ １３％ １％

９８％

７９％ １９％ ２％

１００％

９５％ ５％

９３％ ７％

８８％ １％１１％

９２％ ８％

１％



１　相談受付窓口を

設置している

項目５
 

事務処理手続きに関する相談窓口の設置状況
 （必須事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

設置

検討

設置できてい
ない

機関全体

機関種別

２

 

相談受付窓口の

 
設置について検討し

 
ている

３

 

相談受付窓口を

 
設置できていない

１３７８機関

１２１機関
６１機関

８８％ ４％８％

９８％ ２％

９７％ ３％

９２％ １％６％

８６％ ２％１２％

９８％ ２％

８７％ ４％８％

９３％ ３％４％

７６％ １０％ １４％

７９％ １０％ １１％



１　発生要因を把握し不

正防止計画を策定して

いる

項目１１
 

不正防止計画の策定状況について

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

計画を策定

計画策的検討

要因把握検討

要因把握せず

機関全体

機関種別

２

 

発生要因を把握し不

 
正防止計画の策定に向

 
けて検討している

３

 

発生要因の把握につ

 
いて検討しており不正防

 
止計画はできていない

４

 

発生要因を把握でき

 
ておらず不正防止計画

 
も策定できない

２７％ ３０％ ３３％

２６１機関

５２０機関
６５８機関

１０３機関

７％１８％ ３５％ ４５％

３％５１％２１％ ２８％
１２％ ４５％ ４３％ ８％

９％１４％ ４８％３８％
９５％２％ ４％４％

６％２８％ ４４％２８％

１％１８％ ３８％ ４４％

１１％２６％ ３１％３２％

７％１５％ ３３％ ４４％



１　防止計画推進

部署を設置して

いる

項目１２
 

防止計画推進部署の設置について（必須事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

設置

検討

できていない

２

 

防止計画推

 
進部署の設置に

 
ついて検討して

 
いる

３

 

防止計画推

 
進部署を設置

 
できていない

１１％６６％ ２２％

８７％ ３％１０％

９３％ ７％

９％６８％ ２４％

１３％５７％ ３１％

機関全体

機関種別

１０３８機関

３４４機関

１７９機関

９３％ ２％５％

１３％７０％ １７％

７％７４％ １９％

５３％ ２０％ ２７％

１４％５５％ ３０％



１　発注業務は全て

会計職員が行ってい

る

項目１６

 
発注・検収業務における当事者以外の者によるチェックが行わ

 れるシステムの構築に向けた取組状況について（必須事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

当事者以外

条件付当事者

当事者

２

 

一定の条件下で

 
研究者が発注してい

 
る

３

 

発注業務は全て

 
研究者が行っている

６３８機関

７１８機関

２０１機関

１３％４６％４１％

６３％３７％

９％６７％２４％

５６％ １７％２７％

５０％ １７％３３％

８９％ １１％

１１％５８％ ３１％

３％７２％ ２６％

１４％５３％ ３３％

１１％５２％ ３７％

機関全体

機関種別

１

 

発注業務は全

 
て会計（事務）職

 
員

【発注】



項目１６

 
発注・検収業務における当事者以外の者によるチェックが行わ

 れるシステムの構築に向けた取組状況について（必須事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

当事者以外

条件付当事者

当事者

機関全体

機関種別 ５％６７％ ２７％

７３％ ２７％

７０％ ３０％

２％６７％ ３０％

４％７２％ ２４％

９６％ ４％

３％７３％ ２４％

５％７０％ ２５％

２０％３４％４６％

８％６６％ ２７％

１　検収業務は全て会

計職員が行っている

２

 

一定の条件下で研

 
究者が検収している

３

 

検収業務は全て研

 
究者が行っている

１０５１機関

４２８機関

８０機関
１

 

検収業務は全

 
て会計（事務）職

 
員

【検収】



項目１８
 

不正な取引に関与した業者への対応状況について
 （必須事項）

１　業者に対する

処分方針を機関

として定めている

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

定めている

検討

定めていない

機関全体

機関種別

２

 

業者に対する処

 
分方針の制定に向

 
けて検討している

３

 

業者に対する処

 
分方針を機関とし

 
て定めていない

８７７機関４９０機関

１８５機関

１２％５７％ ３２％

８９％ １１％

７９％ １％２０％

１０％５７％ ３４％

１３％５１％ ３７％

９５％ ２％４％

８０％ ８％１２％

８４％ ４％１２％

３０％ ３１％３９％

１６％３７％４７％



項目２０
 

使用ルール等に関する相談受付窓口の設置状況
 について（必須事項）

１　相談受付窓口を

設置している

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

設置

検討

できていない

２

 

相談受付窓口

 
について検討して

 
いる

３

 

相談受付窓口

 
を設置できていな

 
い

機関全体

機関種別

１３３５機関

１５０機関
７４機関

９６％ ４％

９６％ ４％

９０％ ２％８％

８２％ ３％１４％

８６％ ５％１０％

９８％ ２％

８７％ ５％８％

８８％ ３％９％

１２％７２％ １６％

７７％ ８％１４％



１　通報（告発）受付窓

口を設置している

項目２１
 

通報（告発）の受付窓口の設置状況について（必須
 事項）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

設置

検討

できていない

機関全体

機関種別

１２０３機関

２３５機関

１２０機関

２

 

通報（告発）受付

 
窓口設置について検

 
討している

３

 

通報（告発）受付

 
窓口を設置できてい

 
ない

７７％ ８％１５％

９６％ ４％

８８％ １２％

７８％ ５％１７％

８％７３％ １９％

９５％ ２％４％

８４％ ７％９％

８５％ ４％１１％

１１％６８％ ２１％

１４％５８％ ２８％



項目２２
 

不正への取組に関する機関の方針と意思決定手続
 きの外部への公表について

１　公表して
いる

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

公表

検討

できていない

機関全体

機関種別

２

 

公表方法等

 
について検討

 
している

３ 公表できて

 
いない

３９５機関

８０６機関

３３６機関

５２％ ２２％２６％

１％７４％ ２４％

６％４７％ ４７％

６４％ １７％１８％

１３％ ６１％ ２６％

９５％ ５％

２５％３５％４０％

１４％５０％ ３６％

２９％３０％ ４０％

１５％ ３７％４７％



項目２４
 

機関全体の視点からのモニタリング体制の整備状
 況について（必須事項）

１　モニタリング体

制を見直し・整備し

た

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

見直し・整備

検討

行わない

機関全体

機関種別

２

 

モニタリング

 
体制の見直しに

 
ついて検討して

 
いる

３ モニタリング体

 
制の見直しは特に

 
行わない

６８９機関

６５６機関

２１４機関

７９％ ２％１８％

１４％４４％ ４２％

３％６９％ ２９％

７％４８％４５％

９％５３％３８％

９６％２％ ２％

２４％３２％４４％

５３％ ２３％ ２４％

２８％ ２９％４３％

３１％３４％３４％



項目２５
 

機関全体の視点からの内部監査体制の整備状況
 について（必須事項）

１　監査体制を整

備した

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公益法人

民間企業

独立行政法人

大学共同利用機関等

高等専門学校

短期大学

私立大学

公立大学

国立大学

計

9
8

7
6

5
4

3
2

1

整備

検討中

従来どおり

整備していない

機関全体

機関種別

２

 

監査体制につ

 
いて検討中であ

 
る

３

 

従来どおり監

 
査体制としている

４

 

特に監査体制

 
は整備していない

２％５０％ ２１％２７％

７８％ １０％ １２％

７７％ １０％１３％

２％５３％ １７％３１％

１７％

７７２機関

４２４機関

３３２機関

３７機関

２％３７％４６％

９３％２％ ５％

１％７％５９％ ３４％
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第４回検討会での議論（１２月６日開催）

・
 

全体としては意識が高まったのではないか。

・
 

機関によって意気込みの差がある。

・
 

ガイドラインの実施と制度改善は不可分であり、同時に進
 めるべき。

・
 

グッドプラックティスは出てきている。先行事例を率先して
 紹介すべきだ。

・
 

全ての機関に間接経費をつけないとガイドラインが求める
 体制整備は難しい。

・
 

仕組と運用との乖離を埋めていくのが重要だ。



分析にあたって

（重要な観点）

・
 

実態をどのように把握し分析したか。

・
 

研究者と事務職員との間で十分な議論がなされているか。

・
 

どのような議論や試行錯誤があったか。

・
 

取組について内外にわかりやすく情報発信（公表）しているか。

・
 

マネジメント改革、組織改革がなされたか。



文部科学省における確認（現地調査）

報告書の書面確認結果とは関係なく、実態把握のために、資金配

分額の多い機関を中心に、機関の性格や規模等のバランスに配慮

したサンプリングによる現地調査を実施（年間100機関程度）

現地調査においては、報告書の内容を基に、各責任者等へのヒアリ

ングを実施（例：検収センター等がどの様に機能しているかなどを確

認、ルールの運用実態や問題点を確認、これまでの検討の経緯を

確認 など）



今後の予定

□

 
報告書の内容確認（～平成20年2月頃）

□

 
現地調査（平成20年1月～2月頃）

□

 
各機関へのフィードバック

（～今年度末目途）

（１）改善・検討を求めることが必要な機関

→ 個別に通知

（２）その他の機関

→

 
分析報告書を参照いただき、自律

的な取組を促す

□

 
分析報告書の構成（案）

（１）はじめに
（２）フォローアップの手法
（３）実施状況の概要

①

 
「必須事項」の実施状況

②

 
「その他の事項」の実施状況

③

 
機関種別、規模別の取組の傾向

（４）ガイドライン各節ごとの実施状況
＜各節ごとに＞
①取組状況（全体的な傾向）
②ガイドラインへの対応状況
③特色ある取組
④改善・検討を求めることが
必要な取組事例

（５）まとめ
・全体傾向の総括
・提言
・今後の検討課題



☆不合理な重複、過度の集中の
有無を確認

☆研究実施単位で研究開発経費
の使用状況の把握

☆オンライン申請による効果的な
審査・採択手続きが可能

府省共通研究開発管理システム(e-Rad)の運用開始へ向けて

府省共通研究開発管理システム

○対象資金制度のワンストップ窓口
（競争的資金、その他のプロジェクト研究資金）

研究費データ

研究者・研究機関データ

研究機関

研究者

研究者研究者

研究者

ファンディング機関

（研究機関）
☆所属研究者の研究活動を、申請
採択状況として把握

☆透明な研究費管理により不適切
な研究費使用を防止

☆効果的な資金投入
（研究者）
☆オンライン申請･報告により、

手続きの迅速化・効率化
☆申請可能な競争的資金の効率

的検索が可能

政府研究開発投資のアカウンタビリティ向上

関係府省

☆研究実施段階における研究
費使用状況の把握

総合科学技術会議

政府研究開発ＤＢ

○府省横断的に競争的資金を中心として研究費に関する書類をオンライン電子化

（応募受付→審査→採択→課題管理→成果報告等の一連のプロセスを支援）

→特定の研究者への研究費の不合理な重複や過度の集中を回避
→業務効率化、研究者の利便性の向上

＜平成２０年１月より運用開始＞



府省共通研究開発管理システム(e-Rad)

e-Rad を利用するためには、事前準備手続きが必要です。

①

 
研究機関の登録手続き
・

 

科学研究費補助金の機関番号を有している機関は１２月中の登録をお願いします。

②

 
所属している研究者の登録手続き
・

 

科学研究費補助金の研究者名簿に登録されている研究者については、研究者番号が
そのまま使用できます。

・

 
新たに研究者の登録する場合や研究者情報を更新する場合は、システム稼動後に、

事務担当者による直接入力をお願いします。

詳細はe-Radポータルサイトhttp://www.e-rad.go.jp
（最新のお知らせ「システム利用に当たっての事前準備」）をご覧ください

システム利用に当たっての事務担当者用のID、初期PW、電子証明書を発行します。

システム稼動後に各研究者にログインID、初期PWを発行してください。

科研費応募時に必要な科研費研究者名簿を作成するに当たっては、
文部科学省研究振興局学術研究助成課から「○月○日までにe-Radの研究者情報に
登録されているデータを取り込み、科研費研究者名簿を作成する」という内容の通知が
発出される予定なので、期日までにe-Radの研究者情報の確認、更新をお願いします。

研究機関において必要な手続き

http://www.e-rad.go.jp/
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